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１．背景

20世紀型の社会は，大量生産，大量消費そして大量廃棄

というライフスタイルのもとで発展を遂げてきた．しかし，

急激な経済発展は，天然資源の枯渇や環境汚染などを引き

起こし，解決の抜本策が切望されているのが現状である．

1984年発足の国連「環境と開発に関する世界大会」及び，

1992年リオデジャネイロの地球サミットを経て，循環型社

会の実現に向けて各国が歩みだした．欧米では循環を基調

として，環境負荷を軽減する社会の実現に向けた法制整備1），2）

が始まった．同様に，日本でも1993年に環境基本法が制定

され，21世紀に向けた生活環境保全のための環境基準を盛

り込んだ環境基本計画が策定された．その後，2000年には

循環型社会に係る基本法律（循環型社会形成基本法）が公

布され，循環型社会の実現に向けて本格的に歩みだした．

循環型社会の実現に向けた法整備の基本理念は，最終処

分量の削減と再資源化率の向上を目標とした，廃棄物処理

の適正化である．たとえば，日本では廃棄物の適正処理，

リサイクル推進のための横断的，包括的な法律として廃棄

物処理及び清掃に関する法律（通称：廃棄物処理法，2001

年）と資源有効利用促進法（2001年）が施行されている．

日本では，廃棄物をその発生形態や性状の違いから産業

廃棄物と一般廃棄物に分類している．産業廃棄物は事業活

動によって生じた廃棄物であり，廃棄物処理法で定められ

た燃え殻など19種類からなる．これに対し，一般廃棄物は

産業廃棄物以外をさす．各地方自治体は，法令や環境基準

をもとに一般廃棄物処理計画を策定し，域内の廃棄物の収

集，処理を行うことが義務づけられている．廃棄物の処理

計画を立てる場合，もうひとつ考慮するべき点は，各地域

の地域特性（降水量や土地利用現況等）である．たとえば，

日本では廃棄物の約80％が焼却処分されているが，この割

合は他の先進国の現状に比べて２～５倍と非常に高い3），4）．

この理由として，（1）日本は，平地が少なく高度な土地利

用を強いられているため，最終処分場の建設が困難である

こと，（2）廃棄物の減容化が迫られること，（3）湿潤な気

候のため廃棄の焼却処分が衛生的であること等が挙げられ

ている．しかし，近年廃棄物の焼却処理による環境汚染が

深刻な社会問題化するなど，廃棄物処理はいまだに質，量

ともに多くの課題を残しており，焼却だけに依存した廃棄

物処理では限界に達している．

２．目的

現在，廃棄物の処理やリサイクルに関する処理技術が提

案され，それらの評価や検証が行われている．しかし，既
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Abstract
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往の研究は処理技術単体の実証実験や性能評価に関する研

究が多く，廃棄物処理システム全体を評価した研究例は少

ない．既往の研究例として，飯田らのモデル都市における

マテリアルリサイクルとサーマルリサイクルの比較研究な

どが挙げられる5）．飯田らは一次エネルギー削減を目的と

した際には，マテリアルリサイクルのほうがサーマルリサ

イクルよりも優れていることを示唆した．

廃棄物処理に関する研究のもう一つの問題点は，処理施

設の導入を経済的に考慮した研究例が少ないことである．

廃棄物処理に要する経費は毎年上昇しており，1999年の日

本では国民一人あたり約18,000円となっている6）．たとえ

ば，倉坂は廃棄物処理によって引き起こされる環境負荷の

軽減には個人の経済判断を活用して行動を誘導する手法の

導入が望ましいと結論づけている7）．このことからも，今

後廃棄物施設を導入する際には十分に経済性評価を行う必

要がある．廃棄物施設の経済性評価を行った例として，

AntonioとPacificoのRDF製造施設の経済性および最適化

設計を行った研究結果などがある8），9）．しかし，廃棄物処

理システム全体の経済性を検討した例は見あたらない．た

とえ優れた廃棄物処理技術であっても，今後の市場経済に

おいて普及の可能性が無いのであれば，技術としての価値

が生かされないといえる．

そこで本研究では，最終処分量の削減と再資源化率の向

上を同時に達成できる新しい廃棄物処理システムを提案す

る．物質収支的な視点にくわえて，廃棄物処理経費を考慮

した経済的な視点からも検討し，システム性能を評価する

ことを目的とする．

３．解析手法

3.1 解析モデル概要

本研究は，地方自治体の廃棄物処理システムを対象にし

た．解析では，廃棄物の排出量から作成したフローに各処

理工程に要する処理単価を導入することによって，廃棄物

処理システムをモデル化した．本研究が作成したモデルの

概念図を図１に示す．このモデルの特徴を以下に示す．（1）

既存の廃棄物処理システムに，複数の新しい処理技術を組

み入れることが可能である．（2）各処理施設における処理

量は経済性に依存して決定される．（3）廃棄物を組成別に

分類して処理及び解析することが可能である．（4）国全体

の規模ではなく，地方自治体単位での解析が可能であり，

地域特性を考慮した廃棄物処理システムを最適化できる．

3.2 解析の対象

本研究では，解析対象地域を政令指定都市の仙台市とし，

解析対象年を1999年とした．また，一般廃棄物を組成別に

10種類に分類をして解析を行った（表１）．

3.3 解析に用いたデータ

既存の廃棄物処理施設の処理単価は，環境省発表の「一

般廃棄物の排出及び処理状況」6）および仙台市環境局によ

る「平成14年度仙台市環境局事業概要」13）をもとに算出し

た．解析対象地域に導入されていない新たな廃棄物処理技

術の処理単価及び導入コストは，他地域に既に採用されて

いる例を参考に算定した．また，人件費については各処理

施設の従事者と処理量を考慮して算定している．表２に，

モデルで考慮した，処理施設の建設単価，処理単価および

各廃棄物処理工程の処理単価を示す．

各処理施設の特徴を以下に示す．

ａ）廃棄物発酵処理施設

微生物などを用いて有機系廃棄物を屋内で分解，発酵さ

せることによってバイオガス（主成分はCH4）を得る．本

解析では，回収したガスは付帯の発電施設（本研究では，

マイクロガスタービンと燃料電池発電を考慮）の発電に利

図１ 廃棄物処理モデルの概念図

（参考）仙台市環境局HP
http://www.city.sendai.jp/kankyou/soumu/
database/index.html

表１ 廃棄物の分類および排出量
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用するものと仮定した．

ｂ）室内設置型生ごみ処理機

厨芥類を電気と薬品の作用によって分解，堆肥化する．

本研究ではすべての室内設置型生ごみ処理機は各家庭の室

内に設置するものと仮定し，設置費用および廃棄物の処理

費用の全額を自治体が負担するものと仮定した．また，各

家庭や事業所で作られた堆肥の回収も自治体が行うものと

した．

ｃ）堆肥化施設

有機系廃棄物の堆肥化を行う施設である．堆肥化施設で

処理を行う厨芥類は解析対象地域内の事業所から排出され

るもの，あるいは一般家庭の廃棄物から選別されたものと

仮定した．

ｄ）RDF製造施設

RDF（Refuse Derived Fuel）は，可燃廃棄物を粉砕，乾

燥させた後，消石灰と混合させて固形燃料化したものであ

る．本研究では，作成したRDFは付帯設備の専用ボイラー

で燃焼させ，発電に利用すると仮定した．

ｅ）ガス化溶融炉

廃棄物を木炭（チャー）とガスに熱分解させる設備であ

る．木炭化された廃棄物は高温で溶融され，最終的にスラ

グとなり，ガスは高温で改質された後，急冷させて燃料ガ

スとして回収される．本研究では，発生したガスはすべて

発電用として用いるものとした．

3.4 問題の定式化

3.4.1 目的関数

本研究の以下の目的関数を設定した．

式中の，TCは廃棄物処理に要する総費用，FCは建設費や

設備費などの固定費用であり，以下の式で算出される．C

は運転維持費などの可変費用，ACは処理工程の平均処理

コスト，ICは廃棄物処理に伴う副産物の売却益，Qは廃棄

物量，kは廃棄物組成を表す記号で，lは処理工程を表す記

号である．

3.4.2 制約条件

地方自治体が策定する一般廃棄物処理計画10）は，最終処

分量の削減と再資源化率の向上を目標としている．本解析

では，最終処分量と再資源化率について以下の制約条件を

設定した．なお，式中の＊の数値は解析対象地域の実績値13）

を用いた．

直接処分量（t/年）＋処理残渣（t/年） 71,821＊（t/年）

3.4.3 解析の仮定条件

本研究では，それぞれの廃棄物処理施設は廃棄物処理シ

ステム全体で経済的な運営が可能となるように選択され，

処理量が決定されると仮定している．ただし，1999年の仙

台市には８基（300t/日×２基，200t/日×６基）の焼却炉

が稼動しているが，これらは竣工年度の新しい施設から順

番に優先的に選択されるものと仮定している．

3.5 解析ツール

本モデルの解析には，非線形最適化シミュレーションツ

ールであるGAMS11），12）を用いた．既出の制約条件下で目

的関数（TC）を最小化することによって，新設の廃棄物

処理施設の経済性と導入可能性を評価した．

４．結果

4.1 各廃棄物処理施設における処理量比較

図２に，新しい廃棄物処理システムと既存の処理システ

ムについて，各処理施設における年間処理量の変化を示す．

図から，新しい廃棄物処理システムでは，焼却炉による処

理量が半減していることが確認できる．焼却炉に代わって

（参考）
環境省発表資料；一般廃棄物の排出及び処理等について,（2002）6）

仙台市環境局総務課；平成14年度事業概要，（2002），仙台市環境局13）

（注）
＊：すべての廃棄物組成処理における平均単価
＊＊：処理機一台あたりの価格
＊＊＊：施設の減価償却まで考慮した処理単価

（その他の施設の処理単価には，減価償却の費用を含んでいない．）

表２ 各廃棄物処理施設の処理単価および建設コスト

図２ 廃棄物処理施設別の年間処理量の変化

k
TC＝ΣΣ（FCl＋C（Qk, l, ACl）－ICl）

l

FC＝（建設単価）× ×（耐用年数に応ずる償却率）× 
Ql 
365

事業に使用した月数 
12

0.171＊資源化物総量（t/年） 
廃棄物総量（t/年）＋資源化物総量（t/年） 
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室内設置型生ごみ処理機，堆肥化施設，ガス化溶融炉，

RDF製造施設にて処理が行われているが，廃棄物発酵処理

施設はシステムに導入されないことがわかる．

焼却炉による処理量減少の原因の一つに，解析対象地域

では，153,520t/年の厨芥類の処理が焼却炉で行われてい

たのに対し，新しい廃棄物処理システムでは，厨芥類の焼

却炉での処理量が60,297t/年になっていることが挙げられ

る．その他の厨芥類は，焼却炉に代わって室内設置型生ご

み処理機（54,000t/年）と堆肥化施設（33,000t/年）にて

処理されている．

焼却処理量の減少は，厨芥類以外でもみられる．新しい

廃棄物処理システムでは，焼却炉の代替処理施設としてガ

ス化溶融炉（66,611t/年）とRDF製造施設（27,760t/年）が

システムに採用されている．このガス化溶融炉とRDF製造

施設の年間処理量の差は，処理可能な廃棄物組成に起因し

ていると考えられる．RDF製造施設で処理可能な廃棄物組

成は，可燃性の廃棄物だけであるが，ガス化溶融炉では金

属類やガラス類の処理が行えるからである．

4.2 最終処分量からみた廃棄物処理システムの最適化

新設の処理施設の導入に伴って最終処分量が減少してい

ることが図２の結果より確認できる．具体的には実績値の

最終処分量が71,861t/年に対し，新設施設導入ケースでは

56,650t/年であり約20％も削減されている．最終処分量削

減に大きく寄与しているのは，堆肥化施設と室内設置型生

ごみ処理機であるが，処理の副産物として12,428t/年の堆

肥が発生する．堆肥の散布量の目安は10アールあたり５t

程度とされており，製造された堆肥を散布するために解析

対象地域内に少なくとも25,000アールの農地が必要とな

る．これは仙台市全体の畑の耕地面積の25％にあたる．さ

らに，堆肥の使用期間は年間４ヶ月程度であり，その他の

期間に発生した堆肥処理の問題も解決する必要がある．

4.3 廃棄物処理システムの経済性評価

廃棄物処理に要する総費用（TC）の比較を図３に示す．

ここでは，廃棄物処理工程で得られる副産物からの収入は

考えていない．実績値の130.9億円/年に比べて，新しい廃

棄物処理システムでは123.3億円/年と，６％の経費削減と

なっている．図４には，廃棄物処理に要する総費用内訳を

廃棄物組成別に示した．図から，厨芥類，ガラス類と粗大

ごみの処理に要する費用が，新しい廃棄物処理システムで

は大きく減少していることが確認できる．

厨芥類の処理施設としては，堆肥化施設と室内設置型生

ごみ処理機が経済性の優れた施設であることが明らかにな

った．次に，ガラス類と粗大ごみの処理については，実績

値では再資源化施設での破砕，選別または直接埋立が行わ

れたのに対し，新しい廃棄物処理システムでは，再資源化

施設での処理にくわえてガス化溶融炉が導入されている．

これらから，ガス化溶融炉の経済的な優位性が示された．

図５に，廃棄物処理工程で得られる副産物の売却益の比

較を示す．図から副産物の売却益は20％増加していること

がわかる．これは，既存の焼却炉よりもガス化溶融炉と

RDF製造施設の発電効率が優れているために，売電による

売却益が増加したためである．具体的には，既存の仙台市

の焼却炉の発電効率が２～13％であるのに対し，本研究で

は，ガス化溶融炉とRDF製造施設の発電効率を20～25％と

想定している．

反対に，堆肥化施設等から発生する堆肥の売却益は非常

に小さい．理由として，副産物として得られる堆肥（12,428t/

年）の売却価格は最高でも１～２円/kgと安価であること

と，室内設置型生ごみ処理機で作られた堆肥による売却益

図３ 廃棄物処理に要する総費用の比較

図４ 廃棄物組成別に見た処理費用の比較

図５ 廃棄物処理工程で得られる副産物の売却益の変化



Vol. 25  No. 5（2004）

－61－

358

が得られないためである．

4.4 廃棄物処理施設別の考察

表３に，本研究の結果から算定した各処理設備の最適設

備構成を示した．表４には，新しい廃棄物処理システムに

おける各処理施設の１tあたりの処理費用（処理単価およ

び，施設の減価償却を含む）を示した．以下に各処理施設

の処理容量の変化と処理費用についてまとめる．

ａ）焼却炉

表３から実績値の処理能力が1,800t/日（300t/日×２基，

200t/日×６基）に対し，新しい廃棄物処理システムでは

1,000t/日（300t/日×２基，200t/日×３基）となっている．

今後は最も古い焼却炉（小鶴工場1977年竣工．処理能力

200t/日×３基）の見直しを行う必要がある．

一般廃棄物の発熱量は2,500～3,000kcal/kg（低位）であ

り，自燃条件であるとされている．しかし，仙台市では，

廃棄物の発熱量が2,000（低位）～3,000kcal/kg（高位）と

いう調査結果が得られている．これは，廃棄物の中に水分

を多く含む厨芥類などが入っているためであり，低熱量の

廃棄物を焼却炉で処理する際には重油などの補助燃料が必

要となる場合がある．くわえて，厨芥類はストックヤード

等に保管する際に腐敗や悪臭が生じるために処理が困難で

ある．今後は，厨芥類処理を中心に，焼却炉処理を見直し

ていく必要がある．

焼却炉による処理量は半減しているが，依然として廃棄

物処理システムの主力であることには変わりはない．

ｂ）廃棄物発酵処理施設

建設費および運転維持費の面で他の処理施設に比べ経済

的に不利であることが確認された．導入が促進されない別

の理由として，電力会社による余剰電力購入メニューにお

いて，焼却炉の廃熱利用により発電された電気の売電価格

が約８円/kwhであるのに対し，廃棄物発酵処理施設由来

のバイオガスをマイクロガスタービンや燃料電池によって

発電した場合は３～４円/kwhと安価であることも挙げら

れる14）．一方で，廃棄物発酵処理施設の導入に向けた実証

実験が横須賀市で始まり15），「バイオマス・ニッポン総合

戦略」17）が2002年に閣議決定されたことなどから，効果的

な政策支援があれば，導入が促進される可能性はある．

ｃ）室内設置型生ごみ処理機

表３から，仙台市全体で約10万台の新規設置が求められ

ると試算できる．これは住民の４世帯に１台という普及割

合であり何らかの政策支援策が不可欠になってくると考え

られる．たとえば，現在の室内設置型生ごみ処理機の普及

率は全国で３～４％とされている．これは地域差が大きく，

福井県や三重県など早い段階から自治体が補助金を出して

家庭への普及を促した地域では１割を超えている一方で，

都心部では１％未満となっている．

表４から，室内設置型生ごみ処理機の処理費用は，他の

施設に比べると割高である．しかし，各家庭で厨芥類を堆

肥化した後の収集，埋立までを考慮に入れると，室内設置

型生ごみ処理機は経済性に優れていると同時に，最終処分

量の削減に有効な処理施設であることがわかる．現在，仙

台市では室内設置型生ごみ処理機の設置に対して補助金の

上限を25,000円/台に定めているが，現在市販されている

一般家庭用の室内設置型生ごみ処理機の価格に匹敵する

80,000円/台の補助金を提供しても，焼却炉による処理に

比べて経済的であることがわかった．

ｄ）堆肥化施設

堆肥化施設で処理を行った厨芥類は，解析対象地域内の

事業所から排出されるものに限定された．これは，一般家

庭から排出された廃棄物の中から厨芥類のみを選別するこ

とが高コストになるためだと考えられる．堆肥化施設の導

入推進には，現状の廃棄物収集方法の見直しが望まれる．

さらに，発生した堆肥の有効利用法も策定されることが望

まれる．

堆肥化施設と室内設置型生ごみ処理機には，堆肥の製造

を目的とするものと消滅を目的とするものの２種類があ

る．前者のタイプでは発生した堆肥の有効利用先を模索す

る必要があるが，後者のタイプの処理残渣は投入量の１～

５％程度（重量ベース）であるためにその必要が無い．つ

まり，前者のタイプは，再資源化率の向上に処理計画の主

眼を置いている地域や堆肥の利用先が確保できる地域に非

常に有効な施設であり，後者のタイプは最終処分量を削減

表３ 廃棄物処理システムの最適な施設構成

＊：処理単価及び施設の減価償却を考慮した値

表４ 新しい廃棄物処理システムの各処理工程の処理費用
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したい場合や堆肥需要の少ない地域に有効であると考える

ことができる．また，両者の処理費用や設置費用には大き

な差異はない．今後，各地方自治体は，域内の堆肥需要の

多寡や廃棄物処理の方針によっていずれかのタイプを選択

する必要がある．

ｅ）RDF製造施設

RDF製造施設は，ガス化溶融炉に比べると処理可能な廃

棄物組成が少ないため処理量が少なかった．しかし，廃棄

物をRDFの状態に加工することは，腐敗や悪臭を抑制でき

るため，輸送や保管の面でメリットがある．たとえば，九

州地方の大牟田市エコタウン構想では県内外の地方自治体

がRDF製造施設を保有し，RDFの形で大牟田市に輸送し，

発電を行う計画を立てている16）．このようにRDF製造施設

は廃棄物処理の広域化の新たな形態を示唆している．

ｆ）ガス化溶融炉

ガス化溶融炉は，既存の焼却炉よりも高温領域（1,250

～1,450℃）でかつ還元雰囲気の処理を行うために，処理

可能な廃棄物組成が豊富な技術として注目されている．本

研究の結果からも経済性に優れていることから既存の焼却

炉の代替処理施設として期待できる．くわえて，発生する

処理残渣に関しては，（1）未酸化状態の鉄やアルミが回収

できること，（2）処理残渣がスラグとして得られるために

路面材などへの有効利用が可能であること，（3）上記（1），

（2）の結果として既存の焼却炉と比較して処理残渣の発生

量が軽減される，等の利点があるために，ガス化溶融炉は

有望であるといえる．

５．まとめ

本研究では，最終処分量の削減と再資源化率の向上を同

時に達成できる新しい廃棄物処理システムを提案し，その

システム全体の経済性を評価することにより，最適な設備

構成を算出した．

１）新しい廃棄物処理施設のうち，室内設置型生ごみ処

理機，堆肥化施設，RDF製造施設及びガス化溶融炉は経済

性に優れていることから現状の焼却炉の代替施設として有

望であるが，廃棄物発酵処理施設は他の処理施設に比べて

経済性が劣ることがわかった．

２）新しい廃棄物処理システムは，最終処分量の削減と

再資源化率の向上を同時に満たすだけでなく，廃棄物処理

に要する総費用削減が可能なシステムであることがわかっ

た．つまり，既存の廃棄物処理システムの中に最適な設備

容量の新設の廃棄物処理設備を導入することは，廃棄物処

理に要する総費用の削減と，廃棄物処理法の基本理念であ

る廃棄物の適正処理の確保に大きく寄与できる．

３）廃棄物組成別にみると，厨芥類の処理を改善するこ

とが廃棄物処理費用と最終処分量の双方の削減に最も影響

することがわかった．今後は，室内設置型生ごみ処理機の

導入推進策を見直すことが重要になる．さらに，ガス化溶

融炉や室内設置型生ごみ処理機の導入を一層活発化するた

めに，廃棄物処理施設から排出される処理残渣（スラグ，

堆肥等）の有効利用先の拡大も模索していく必要がある．
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